
［標準様式例7-2］

契 約 変 更 年 月 日 令和6年10月25日

契 約 業 者 名 日本振興（株）東京支店

契 約 業 者 の 住 所 東京都千代田区東神田１－７－８

業 務 の 名 称 Ｒ６甲府河川国道用地調査点検等技術（その１）業務

業 務 場 所

山梨県甲州市大和町初鹿野地先
山梨県大月市初狩町中初狩地先
山梨県上野原市四方津地先
山梨県富士吉田市上吉田浅間下地内から山梨県富士吉田市上吉田東
七丁目地内まで
山梨県南巨摩郡身延町切石地先
山梨県富士吉田市上暮地二丁目地内から山梨県富士吉田市上暮地五
丁目地内まで
山梨県韮崎市一ツ谷地先

業 種 区 分 補償関係コンサルタント業務

業 務 概 要

履 行 期 間 （ 自 ） 令和6年4月1日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和7年3月31日

変 更 前 の 契 約 金 額 22,000,000円（税込み）

変 更 金 額 ０円（税込み）

変 更 後 の 契 約 金 額 22,000,000円（税込み）

変 更 理 由

（第１回、最終）契約変更の内容

本業務は、甲府河川国道事務所における道路の整備事業等に必要な
土地の取得及びこれに伴う損失の補償等に関する業務の一部を実施す
るものである。

（変更した内容について記
述する）

　本業務の当初の業務数量は、Ｒ５年度に履行された用地調査等業務によるも
のが主な内容だが、その成果品の点検業務を実施するなかで、細別や規格の
変更があり、また、新屋拡幅や四方津歩道設置の用地取得進捗にあわせ、再
算定業務を追加したため、追加、数量変更を行うこととした。



［標準様式例7-2］

契 約 変 更 年 月 日 令和7年2月21日

契 約 業 者 名 日本振興（株）東京支店

契 約 業 者 の 住 所 東京都千代田区東神田１－７－８

業 務 の 名 称 Ｒ６甲府河川国道用地調査点検等技術（その１）業務

業 務 場 所

梨県甲州市大和町初鹿野地先
山梨県大月市初狩町中初狩地先
山梨県上野原市四方津地先
山梨県富士吉田市上吉田浅間下地内から山梨県富士吉田市上吉田東
七丁目地内まで
山梨県南巨摩郡身延町切石地先
山梨県富士吉田市上暮地二丁目地内から山梨県富士吉田市上暮地五
丁目地内まで
山梨県韮崎市一ツ谷地先

業 種 区 分 補償関係コンサルタント業務

業 務 概 要

履 行 期 間 （ 自 ） 令和6年4月1日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和7年3月31日

変 更 前 の 契 約 金 額 22,000,000円（税込み）

変 更 金 額 6,578,000円（税込み）

変 更 後 の 契 約 金 額 28,578,000円（税込み）

変 更 理 由

（第２回、最終）契約変更の内容

本業務は、甲府河川国道事務所における道路の整備事業等に必要な
土地の取得及びこれに伴う損失の補償等に関する業務の一部を実施す
るものである。

（変更した内容について記
述する）

　本業務の当初の業務数量は、Ｒ５年度に履行された用地調査等業務によるも
のが主な内容だが、その成果品の点検業務を実施するなかで、細別や規格の
数量増減変更があり、また、新屋拡幅や四方津歩道設置の用地取得進捗にあ
わせ、再算定業務を追加したため、追加、数量に増減が生じたため、設計変更
を行うこととした。

　よって、設計数量に変更が生じたため、契約変更を行うものである。


